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研究の背景と目的 

2024 年は、chatGPT をはじめとした生成 AI の技術革新が目覚ましく、2025 年はさらに発展し「AI エージ

ェント元年」とも呼ばれている。 

「10 年後の旅行産業を展望する」というテーマを選択し、2025 年から地続きにある AI の進展のその先、

パーソナル AI エージェントが一般化した社会における旅行産業のあり方について、現時点での考えをまと

めておくこと必要性を感じた点が本テーマを設定した背景である。 

 

業界として大きな転換点であったインターネット普及のタイミングにおいては、OTA などに対し、やや遅れ

を取ったとも言える旅行産業が、次なるモーメントである本格的な AI 時代の到来でどのようにすべきかを問

いとし、今このタイミングだからこそ考えるべきテーマとして、論文をまとめる。 

 

現状理解 

日本交通公社「JTBF 旅行実態調査」（2023.10）によれば、「個人で実施する観光旅行」が国内旅行で 7

割近くと最も大きなシェアを占めており、増加傾向にある。旅行のスタイルにおける多様化、個人旅行者

（FIT）が増加 し、旅行の形態に変化が生じたのは、インターネットの普及が理由として挙げられる。旅行事

業者に集積されていた情報が WEB サイトや SNS の普及により、消費者側でも情報を入手がしやすくなり、

OTA などオンラインでの販売チャネルが整備されたことによる結果とされる。「楽天トラベル」は、2023 年の

流通総額が 1 兆円突破したと発表があったが、従来の旅行会社は、インターネット時代における取り組み

においては、対応に遅れをとった状況にあると言える。 

新しいテクノロジーが市場導入される時期においては、初動におけるアクションとポジションの確立が重要

である。現時点ではインターネットを活用していない旅行会社はほとんどないと言えるが、インターネット時

代においてポジションを確立できた企業は、旅行産業の企業からは多くはなかった。 

本格的な AI 時代の到来にあたり、いかにキャッチアップをし、事業に反映していくかを検討する重要な局

面にあると考える。 

 

AIの現状理解 

2024 年は、生成 AI がトレンドワードとして、多くの場面で話題に上がった。AI 自体は、1950 年代に概念

として生まれ、その後ビッグデータの解析やディープラーニングといった分野で研究、一部活用がされてき

た。第４次 AI ブームとも呼ばれる現在において、話題の中心にある生成 AI や LLM(大規模言語モデル)



は、初めてウェブデータが活用された AI であり、インターネット上にアップされたテキストや画像を収集して

学習し、自動生成するというところまで行きついた。 

 

 

パーソナル AIエージェント 

SoftBankWorld2024 において、孫正義氏は下記のように語った。 

「私はこのパーソナルエージェントが、今から 2、3 年以内に登場すると思います。例えば、病院に行くと

色々なことを聞かれますが、パーソナルエージェントは普段から常に自分と一緒にいるので家族の状態

を知っていて、怪我したらどんな応急処置がよいか教えてくれるだけでなく、すぐに最寄りの開いている

病院を探してくれたり、あなたの代わりに電話をかけまくってくれる。家庭教師や相談相手、メールの管

理もしてくれるなど、ありとあらゆることをしてくれる。それがあなた専用のパーソナルエージェントです。

そしてその後はエージェント to エージェント（AtoA）の世界がやってきます」 

続けて、 

「AtoA の世界では、寝ている間にそれぞれのエージェント同士がランチの予定を立ててくれたり、調整

をしてくれる。加えて、パーソナルエージェント同士だけでなく、自動車や冷蔵庫など様々なものにもエ

ージェントが備わり、それらともつながる世界が来る」 

とも述べた。 



 
孫氏の発表によれば、AI の進化の過程において、レベル２までは達成状態にあり、2025 年以降はレベル

３「AI エージェント」、すなわち特定の領域のタスクに対し、自律的に行動する AI サービスの開発競争が起

こり、社会に浸透していくということである。 

10 年後の旅行産業を考える上で重要視しなければいけないのは、レベル５「組織全体の仕事を遂行」。 

社会の様々なものに AI エージェントが組み込まれた上で、１人１人にパーソナル AI エージェントがつなが

り、個人的なタスク、企業や行政のタスク、対人間のタスクを遂行する社会である。 

様々な規制やリスクもあり、社会実装には、すぐにはこの世界感には到達しないだろう。しかし、10 年とい

う時間と現在の AI の発達速度を考えると、無関心でいることはできない。我々はどのような価値を生み出

し、産業としてポジションを築くことができるのか。そのために何が必要なのかを、検討する。 

 

 

本論 

先行研究レビュー 

企業における AI活用の現状 

まずは、現在地の把握のため、企業における AI 活用について、どのような傾向があるのかを見ていく。 

 



McKinsey & Company の The state of AI in early 2024: Gen AI adoption spikes and starts to generate 

value(2024.5)では、世界各国の経営幹部や管理職、数千名(非公開)を対象にアンケート調査を実施。

2018 年以降 AI 活用を行う企業は５０％程度で推移してきていたが、生成 AI の登場により AI を活用する

企業の割合は７２％までに増加している。生成 AI の活用率においても 2023 年の 33%から、2024 年は

65％とスコアが大きく伸長し、企業の AI 活用増加の要因となっていると言える。 

 

では、日本企業の AI の活用状況はどうだろうか。 

Microsoft and LinkedIn 2024 Annual Work Trend Index をもとに作成され、Softbank World2024 にて発表

されたデータでは、日本は調査対象国の中で AI 活用率が顕著に低い状況であることがわかる。 

 



 

Boston Consulting Group「職場における AI 活用に関する意識調査 2024」において、海外企業と比較し、

日本企業は生成 AI の導入による「効果の確信」に関するスコアはトップのインドから 27%低く、調査対象国

の中で一番低いスコアとなった。一方で、「不安」を感じているというスコアにおいては調査対象国の中で一

番高いスコアとなった。また、「効果の確信」と「不安」に関するスコアは、AI の使用頻度と相関があることが

わかった。 

つまり、AI の効果を確信できず、不安を感じている背景には、日本企業の AI の活用率の低さが原因と言

える。 

 

日本企業の AI 活用の遅れについては、これまでのデータをもとに理解が進んだが、先進的に AI 活用を

行っている企業はどのように使用しているのかについて見ていきたい。 

Microsoft and LinkedIn 2024 Annual Work Trend Index では、AI 未活用企業と AI 先進企業における AI

活用の目的の差が提示された。 

AI の活用においては、業務効率化の文脈で語られることが多いが、AI 活用し成果を生み出している先進

企業においては、業務効率化のフェーズを過ぎ、AI に対しては「新たな価値の創出」を期待しているという

考えが半数を超えている。 

Softbank World2024 で発表された資料に記載された「(AI 活用において)日本は周回遅れ」というのは、AI

の活用フェーズの差にも出ている。 



 

旅行産業に対して生成 AIがもたらす影響 

旅行産業においては、生成 AI どのような影響があるのかについても、情報をキャッチアップしていきたい。 

日本よりも AI 活用が進んでいる国におけるデータが、日本におけるこれからを示すデータとなる。 

 
アメリカの調査会社フォーカスライト社の Travel Forward: Data, Insights and Trends for 2025 において

「旅行者の 50％が、今後 12 ヶ月以内にレジャー旅行で生成 AI を活用すると予想している。」とし、アメリカ

では旅行産業における消費者行動に生成 AI が急速に普及していくという見解を示した。 

注目すべき点は、55 歳以上が生成 AI の活用意向 56%と高く、若者中心の活用というわけではないという

点である。さらに「29％の旅行者が、よりシームレスでパーソナライズされた体験のためにデータを管理・共

有できるデジタル ID のメリットに関心を持っている。」という、ユーザーのニーズについての調査結果につ

いても発表した。 

 

調査結果をもとに、フォーカスライト社は下記のように提言を行っている。 

最終的には、自律型エージェントが旅行者の好みにアクセスし、予約プロセスでニーズに合った選択肢

を自動的に選択するようになるだろう。このような AI の活用とデジタル・アイデンティティの組み合わせ

は、エンド・ツー・エンドの旅行体験を真に自動化し、摩擦を取り除き、より高度なパーソナライゼーション

を提供する可能性を秘めている。」としている。この点においては、先に述べたソフトバンク社の孫氏の

発言とも合致しており、AI の活用、そして AI エージェントさらにはパーソナル AI エージェントが一般化

する未来を前提に、その時代における旅行産業のあり方について検討する必要がある。 

 

企業、消費者が AI、生成 AI を活用することは必然であり、AI をベースとした新しいビジネス様式、行動様

式の創出が AI を先駆的に活用した企業を中心に進められている。 

AI の活用は入り口であり、その入り口に立てていない企業は、危機感を持つ必要がある。 

 

 

研究課題 

先行研究レビューにおいて、全世界的に企業における AI の活用が加速している。 

一方で、世界の企業に対し、日本の企業は AI の活用は遅れているという調査結果がある。 



アメリカのデータではあるが、旅行において生成 AI の活用が進むという調査結果も、日本の旅行産業のこ

れからを考えるにあたっては無視できないデータである。 

先行研究レビューでは見えてこなかった、日本の旅行産業における現状を把握した上で、本論文の主題

である「10 年後の社会における旅行産業」を展望したい。 

下記の点について研究を行う。 

・日本の旅行産業における AI 活用の現状について 

・パーソナル AI エージェントが旅行産業もたらす影響について 

 

 

研究方法 

・日本の旅行産業における AI 活用の現状について 

【研究方法】アンケート調査の実施（対象：旅行経営産業塾 13 期塾生） 

 

・パーソナル AI エージェントが旅行産業もたらす影響について 

【研究方法】デプスインタビューの実施（旅行事業者、AI の専門家） 

 

 

研究結果 

日本の旅行産業における AI活用の現状についての研究 

アンケート調査の実施（対象：旅行経営産業塾 13 期塾生） 

 



 

 

旅行産業経営塾 13 期生を対象とした AI 活用に関するアンケート結果から、旅行産業において AI の導入

率が 44.4%、導入企業の中で毎日利用しているのは 8.3%(1 名)と活用が進んでいないと言える現状であっ

た。活用している企業からは、AI の活用によって業務の効率化を実感したという回答は多く上がっていた。 

一方で、AI の活用における不安点を挙げる回答も多く見られた。 

「情報の精度」に加え、「スキルの低下」や「個人情報保護」など、人と接し、サービスを提供する労働集約

的産業が故の不安点も多く見受けられた。 

不安に対する回答を行った多くの回答が、AI を活用できていない企業であり、先行研究レビューにおける

調査結果と同じ傾向を示した。 



 

パーソナル AIエージェント時代の旅行産業についての研究 

旅行会社社員に対するデプスインタビュー 

インタビュー対象者：匿名(旅行会社勤務※旅行産業経営塾 13 期生以外) 

 

N1 の定性インタビューであったため、旅行産業を代表する意見ではないが現状効率化を目的とした AI 活

用についても遅れていることは共通していた。また、パーソナル AI エージェントへの認知・理解はなく、普

及した場合の、旅行業としての価値の出し方については、検討ができていないという状況であった。 

 

AI の専門家に対するデプスインタビュー 

インタビュー対象者：匿名(AI 企業 代表取締役) 



 

インターネット時代に OTA をはじめとした、デジタル企業の旅行産業領域への参入が相次いだが、AI エ

ージェント時代に入り、さらに新規参入の事業者が増える可能性を示唆されている。 

OTA は、予約・販売をデジタル化する存在であったが、AI エージェントにおいては、旅行会社が担う仕事

に対しても代替する存在になる可能性がある。 

 

 

考察 

旅行産業における AIの活用 

まずは、旅行産業として AI 活用の遅れを取り戻すべきである。その入り口は、業務効率化である。 

専門家へのインタビューで示されたように、労働集約型ビジネスと AI 活用は相性がよく、活用により成果が

見込みやすい。 



 

上記では、旅行産業における業務(法人営業)を簡易的に整理した。 

一部・または全て AI で将来的に対応が可能であると考える点について、赤文字で記した。 



※技術的には可能だが、クライアントとの関係性構築において重要な部分に関しては、対象としていない。 

今後具体的なツールやノウハウ、プロンプト開発を行い、実証実験を行いたい。 

 

パーソナル AIエージェント時代の旅行のイメージ 

Softbank 社孫氏の発表、専門家へのヒアリングをもとに、パーソナル AI エージェント時代の旅行がどのよう

になっているかをシミュレーションする。 

【シミュレーションにおける整理】 

・個人に蓄積されているデータは、実行動データ、WEB でのリアクションデータ、写真データ、バイタルデ

ータなど、WEB 上の情報、スマートフォン・ウェアラブル端末上の情報とする。 

・人間側からのオーダーに対し、旅行者のパーソナル AI エージェントが連携し合い、個人のデータと WEB

上のデータをもとに、旅行参加者にとって最適な旅行プランを自律的に思考し、企画提案する。 

・提案後、人間とのやり取りによって詳細を決定していく。その際、必要に応じてパーソナル AI エージェント

から追加の提案を行う。 

・プラン確定後、予約作業、スケジュールへの反映、リマインドなどのサポートを行う。 

  



  

 

これらは、決して個人旅行に限ったものではない。法人担当者と法人 AI エージェントのやり取りにより、企

業の団体旅行、ビジネストリップ、修学旅行などが過去のデータをもとに最適化される可能性がある。さらに

は、パーソナル AI エージェントは、国境も超えて連携し合うことが可能となる。自動翻訳、各国の決済シス

テムの使用、インバウンド観光を促進させる基盤になる。 

では、この基盤となるシステムはどこが担うのか。インフラ企業、GAFAM をはじめとしたテックジャイアント

ではないかと考える。Softbank は、4 年前からパーソナル AI エージェント時代を想定した基地局の大型改

修やデータセンターを進めていると SoftbankWorld2024 にて発表があった。未来の話であり、結論は出な

いが、今後も注視していくポイントとして、記載しておく。 

 

パーソナル AIエージェント時代のマーケティングの変化 

マスメディア時代の消費者行動モデルとして、AIDMA モデルがある。 

AIDMA は、1920 年代にアメリカ合衆国の販売・広告の実務書の著作者であったサミュエル・ローランド・ホ

ールが著作中で示した広告宣伝に対する消費者の心理のプロセスであり、2000 年代前半まで活用されて

きた。 

1.情報を見て、商品を知る(Attention) 

2.商品を知った消費者が興味・関心を持つ(Interest) 

3.感情的に商品が欲しくなる(Desire) 

4.商品やブランド名を記憶する(Memory) 

5.行動・購買する(Action) 

そして、インターネット SNS 時代においては、2004 年に電通が提唱した AISAS モデルへと変化してきた。 



1.情報を見て、商品を知る(Attention) 

2.商品を知った消費者が興味・関心を持つ(Interest) 

3.商品やブランドを検索する(Search) 

4.行動・購買する(Action) 

5.購買した後に共有する(Share) 

ここまで、パーソナル AI エージェントがもたらす可能性に関してリサーチを行ってきたが、消費者行動が

大きく変わる可能性を示唆している。 

AISAS モデルを中心に考察すると、これまで広告や SEO、WEB サイトなどで鎬を削ってきた、Attention、

Interest、Search の獲得に関しては、パーソナル AI エージェントによって一部代替される可能性がある。 

事業面だけではなく、パーソナライズされ、合理的な判断を行う AI を介して、いかにオススメに入れてもらう

かという、AI 最適化のマーケティングについても考えていく必要がある。 

本研究では、この点に関しては深掘りできていないが、今後 AI 時代におけるビジネスと合わせ、マーケテ

ィング手法の変化についても研究を続けていきたい。 

 

パーソナル AIエージェント時代の旅行産業の価値 

AI がどれだけ進展しても、全てが AI の上で成り立つ社会にはならない 

専門家へのデプスインタビューにおいて示されたが、AI が介在し得ない部分において価値を見出すとこが

一つの勝ち筋の方向性である。 

例えば、「プレミアム化」。個人データと WEB データをベースに最適化する AI に対し、WEB では買えな

いもの、体験は、価値が高まると言える。旅行産業として、これまで蓄積してきた、サプライヤーとの関係性

があるからこそ提供ができる商品は、パーソナル AI エージェント時代においては、専売として保有しておく

と良い。旅行会社の価値としても、「招待制・紹介制」という立ち位置をとるという選択も考えられる。 

また、パーソナル AI エージェントは、言い換えれば「合理的選択」をサポートするパートナーである。私た

ちが生活をしていく中で、合理的に判断しなければならない場面は多くあるが、それ以外の場面も多くあ

る。対局にある「感情的選択」である。法人営業においては「信頼できるこの人から買いたい」、個人旅行に

おいては「この人からの紹介された場所に行きたい」といった選択である。旅行産業経営塾におけるディス

カッションにおいても、旅行産業としての提供価値は「人」にあるという話も出てきた。技術の話を中心に論

を進めてきたが、巡り巡って、旅行産業の強みである「人」へのフォーカスが、一つのキーになる。また、旅

行自体は感情的なものであり、旅行産業はパーソナル AI エージェント時代において価値を見出す余白が

残されているという確信を持って、今後も研究を続けていきたい。 

 

 

結論 

まずは AIを活用するところから 

諸外国に対する日本、日本企業における旅行産業と、日本の旅行産業は AI の活用が遅れている。 

AI ネイティブになれるか、なれないかは、今このタイミングでの行動にかかっている。まずは、仕事の明確な

アウトプットを出すまでに活用する必要はないが、とにかく旅行産業に従事する全員が触れてみること。そ

の上で産業、自社に最適化された活用法を、最新の動向もチェックしながら、探っていくことが重要である。 



旅行産業経営塾において数多くディスカッションをおこなってきた中で、課題として旅行産業の忙しさと収

益性の低さについて話が及ぶことが多かった。その 2 点においては、FIT の増加や OTA の勃興によりさら

に厳しさを増してきたはずである。以前から抱えてきた課題をまずは AI を業務効率化の目的で活用し、そ

れにより生まれたリソースによって、AI による新しい価値の創造に着手する。 

弊社では、chatGPT のアカウントが社員に付与されており、日常的に chatGPT や AI 翻訳サービスの

DEEP L は使用してきた。DEEP L は完璧までとは言わないが、翻訳を依頼する手間や費用が圧倒的に圧

縮された。本テーマで論文を書くにあたり、chatGPT は最上級の o1pro アカウントに変更し、chatGPT と

DEEP L 以外の AI サービスを調べ意識的に活用したところ、調査、企画、資料作成、デザイン作成などに

おいて、かなりの業務効率化につながった。現在では、10 種類以上の AI サービスを日常の業務で活用

し、弊社社員に対しても AI 活用を促進している。 

私が身を持って実感している AI による効率化だが、自主アンケート調査の結果からも、業務効率化を実

感している旅行産業従事者がいる一方で、利用率、利用頻度が低い。他の産業に比べ、旅行産業が AI

の１人あたり利用率が高い、そんな状況を目指すべきである。 

 

パーソナル AIエージェント時代の旅行産業の価値を生むための 

業界内連携の必要性 

考察において、記載した「プレミアム化」や「感情的選択」が、AI 時代における旅行産業の一つの勝ち筋

であると記載したが、旅行産業の市場ボリュームに対しては、今後限定的になる点を示唆してしまった結果

になっている。しかし、これは現時点での結論であり、将来的な結論ではない。 

卒業論文の執筆にあたり、AI についての情報をキャッチアップしてきたが、週単位で情報や AI サービス

の機能がアップデートされ、学術論文では速度が追いつかない状態であった。 

今後も AI を活用し、日々情報をキャッチアップし、来る AI エージェント時代、パーソナル AI 時代に向けて

の事業構想を続けていきたい。 

私の想いとしては、旅行の良さを知る旅行産業が、「AI 時代の旅行」を作り出すことが重要だと感じでい

る。AI 活用による共通化された業務の効率化により旅行産業従事者が、AI に関する情報のキャッチアップ

し、パーソナル AI エージェント時代における提供価値ついて、旅行会社としてではなく旅行産業として構

想するための業界内連携が必要だと考える。 
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